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はじめに
インターネットを基礎とするＩＣＴの発展が社会にもたらした
様々な影響については、今更詳しく述べるまでもないであろう。そうした影響の一 として 情報の流通における個人の立場の変化とい ものがある。すなわち、かつて多くの個人はマス・メディアからの情報 受け手とし の地位を有することはあっても、情報の送り手、すなわち情報発信者となることはほとんどなかった。しかしながら ＩＣＴの発展により、個人が自己の情報を発信することが可能 なり、現在では様々 インターネット上 サービスを利用して、多くの個人 多種多様 情報を発信してい
る
１。
もっとも、物事には良い面と悪い面があるということはサイバ
ースペースでも例外ではなく、この個人による情報発信をめぐり、現実社会と同様にさまざまな法的紛争も生じてい 。そうした紛
争のひとつとして、インターネット上での名誉毀損やプライバシー侵害 問題が挙げられる。すなわち、ネットワークの匿名性
２を
悪用した無責任な発言が氾濫し、それによって個人の名誉やプライバシーといった人格権を侵害する事件が頻発し いるという状況にある。
こうした問題の処理を考えるに際して、インターネットのボー
ダレスな性質から一国の法律による規制が意味を失ったり、抵触法による処理が困難になったり、さらには匿名性ゆえに実際の法適用そのものが難しいといっ 問題を指摘し、規制に消極的な見方もないではない。しかしながら、 の適用が困難な場面があるからといって、サイバースペースを現実社会の法規制の届かない特殊な世界とみなすべきではな 。サイバースペースと いっても、その実体は無数のコンピューター ケーブルというハードウェアに これを操作する人間がネットワ ク 構成して るのに
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過ぎないのであり、それぞれの人間には自らの属する法域の法が及ぶことを否定することができないのは当然のことなのである
３。
したがって、こうしたサイバースペースで生じる問題について
も、現実社会における法が適用さ 、裁判権が及ぶことになる。もっとも、上述のように、サイバースペースには現実社会 異る事情も存在することから、適用される法は、匿名性その他 ネットワークの特性に見合ったも ることが求められよう
４。
こうしたことを前提として、本稿では、民事事件としてのイン
ターネット上の名誉毀損やプライバシー侵害に対して、不法行為に基づく損害賠償請求等の民事法的救済を求める前提 なる発信者情報開示を求める手続に関する法的な問題を概観し、検討する。二
　
特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情
報の開示に関する法律（以下、プロバイダ責任制限法とする。 ）に基づく発信者情報開示請求
１
　
プロバイダ責任制限法の制定
インターネット上の表現により、自らの名誉権やプライバシー
に関する権利を侵害された が民事裁判手続を通して損害賠償などの法的救済を受けるためには、大前提として、請求の相手方となるべき加害者、すなわち情報の発信者を特定する必要がある。ところが、ネットワークの匿名性ゆえに被害者が独力で加害者たる発信者を特定することには多くの障害があり、 実上不可能といっても過言ではない。だからといって、こうした問題を放置することは違法な情報の流通による被害を増大させ、それによるＩ
ＴＣの健全な発展を阻害することにつながりかねないことから、二〇〇一年一一月三〇日にプロバイダ責任制限法が制定された
５。
２
　
発信者情報開示の要件
プロバイダ責任制限法では、その第四条において、権利侵害を
受けた者などが、プロバイダやサーバーの管理・運営者等インターネット上の情報の流通に関わっている者である「特定電気通信役務提供者」の保有する発信者情報の開示を請求す ための規定を定めている。すなわち、インターネット等による情報の流通によって権利侵害を受けた者が 一定の要件を充たす場合に限って特定電気通信役務提供者に対して発信者情報の開示 請求とができる権利を定め、被害 がこの請求権を行使することで発信者の特定に必要な情報の収集を可能にさせるものである
６。
そして、この請求権に基づく開示を許可するための要件として
は、請求をする者の権利が侵害されたことが明らかであること（プロバイダ責任制限法四条一項一号） および、損害賠償請求権の行使のために必要である場合その他開示を受けるべき正当な理由があること（同二号）が定められている。
このうち、前者につい は、 「明らかであること」という文言の
解釈につき、権利の侵害がなされたことが明白であるという趣旨であり、原告において、その社会的評価の低下等自己の権利の侵害に係る客観的事実を主張・立証するだけ なく、違法性阻却事由など不法行為等の成立 阻却する事由の存在をうかがわせるような事情が存在しないことまでを主張立証する必要があることを意味しているものとするのが立法者による説明であ
７。このよう
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に解する理由としては、発信者の有する表現の自由、通信の秘密およびプライバシー権を不当に侵害しないようにするため、発信者情報の開示を受ける要件 厳格 するためのものであ とされる
８。しかしながら、表現の自由に関しては公共の福祉の下で認めら
れるという制約があり、また、通信の秘密に関しても、通信主体についての情報の秘密性を認められ のは通信内容の秘密をより完全 保障するためであるから、通信内容が秘密化されてい場合に周辺情報のみを保護す 必要はないとする指摘もある
９。
また、民事訴訟における証明責任の分配に関する一般的な理論
によれば、違法性阻却事由のような権利障害事実は権利の 発生を主張する者が証明責任を負うものとされ
10、具体的には、被害者
である原告が請求原因事実として開示 積極的要件 主張するに対して、発信者側である被告が違法性阻却事由を抗弁 として主張するのが原則である もかかわらず、こ した解釈 することには疑問がある
11。
もちろん、解釈による事実上の証明責任の転換がなされること
はありうるものの
12、この場合に違法性阻却事由についての証明責
任を転換すること 理論的に不当な解釈であると言 ざる 得ない。なるほど確かに、プロバイダ責任制限法はプロバイダに独自の判断を許さず、訴訟を起こさせ裁判その判断を仰ぐようにさせる構造を有しているとされ
13、プロバイダに対して開示しない方向
でのインセンティブを与え ものとなっ い ことからすれば、形式的に、違法性阻却事由に関する証明責任 転換もその方向に
沿ったものと見ることができないわけではない。しかしながら、証明責任の転換は、証明責任の偏りを匡し、実質的な当事者の武器平等を実現する目的でなされる であって、ただでさえ重い被害者の証明負担をより重くすることは公平な裁判の理想に照らして許容できるものではないと解す
る
14。したがって、この「明白に」
という文言は、発信者の有する憲法上の利益と被害者の救済の必要性 の利益衡量の観点から、被害者による立証の程度につき、通常よりも高い蓋然性を求めたものにすぎ いと解すべきであ
る
15。
なお、この点について現実的な解釈を行った裁判例
16がある。こ
の事件は、エステティックサロンの経営者である債権者 電子掲示板を提供するサービスを運営す 債務者に対して 掲示板へ書込みにより名誉を毀損されたとして、発信 情報開示請求権を被保全権利として、ＩＰアドレス等の発信者情報 開示を求めたもので、原決定が申立ての一部を認める仮処分をしたところ、債務者が保全異議を求めたという異議審の判断 あ 。
この件につき裁判所は、 『本件法律四条一項一号は、発信者情報
開示請求権の要件の一つとして、 「侵害情報の流通によって当該示の請求をする者 権利が侵害されたことが明らかであるとき」と規定しているところ、ここで「明らか」とは、権利が侵害されたこ が明白であ いう趣旨であり、権利の侵害を明白に根拠づける事実 存することだけでなく、不法行為等 成立 阻却する事由があることをうかがわせるような事情が存在しないこ までを意味するものと解される。したがって、債権者は、ウェブサイト上の電子掲示板にされた書き込みにより名誉 毀損されたこ
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とを理由として、当該電子掲示板を提供するサービスを運営している債務者に対 発信者情報開示請求権を被保全権利として発信者情報の開示を求める場合、当該情報によりその社会的評価が低下させられたこ など自己の権利の侵害 明白に根拠づける客観的事実を疎明するだけでなく、違法性阻却事由があることをうかがわせるような事情が存在し いことについても、併せて疎明する必要 ある。 』として立法者意思に基づく原則的な解釈論を提示しつつ、 『特に、 「違法性阻却事由があることをうかがわせような事情が存在しないこと」 いう消極的事実の疎明に当たっては、一般的に消極的事実の証明が困難であることをも考慮し 、疎明の有無を判断 べきである。
…他人の名誉を毀損する事実を摘示する行為であっても、その
行為が〔
１
〕公共の利害に関する事実に係り、 〔
２
〕専ら公益を図
る目的に出た場合には、 〔
３
〕摘示された事実が真実であるとき
は、その違法性が阻却されるものと解されるから、書き込みが上記〔１〕又は〔２〕の要件 該当するこ をうかがわせるような事情が存在しないこと 疎明がないときは、債権者は、摘示さた事実が真実であることをうかがわせ ような事情が存在しないことを疎明しなければならない。
また、特定の事実を基礎とする意見ないし論評の表明による名
誉毀損については、上記〔
１
〕 、 〔
２
〕の要件に加え、 〔
４
〕表明に
係る内容が人身攻撃に及ぶなど意見ないし論評としての域を逸脱したものでなく、 〔
５
〕意見等の前提としている事実の重要な部分
が真実であるときは その違法性が阻却されるものと解 か
ら、書き込みが上記〔１〕 、 〔２〕又は〔４〕の要件に該当することをうかがわせるような事情が存在しないことの疎明がないときは、債権者は、意見等の前提としている事実の重要な部分 真実であることをうかがわせるような事情が存在しないことを疎明しなければならない。 』としている。
この判断のうち、前半の一般的名誉棄損に関する部分は最判昭
和四一年六月二三日民集二〇巻五号一一一八頁の また、後半の特定の事実を基礎とする意見ないし論評の表明による名誉毀損に関する部分は最判平成九年九月九日民集五一巻八号三八〇四頁において既に述べられていたと ろである 、これらの判例を用て消極的事実 つき疎明すべき内容 合理的な範囲に抑えて、事案の妥当な解決を図り得る基準を示したものと評価できる
17。
もっとも、これはあくまで窮余の策であって、本来は証明責任
の原則に従った解釈をすべきなのである。したがって、旧来の解釈の変更を明確にするためにもその旨の立法的措置 採ることが求められよう。３
　
開示される発信者情報
プロバイダ責任制限法に基づいて開示される発信者情報として
は、立法当初、氏名その他の侵害情報の発信者の特定に資する情報であって総務省令で定めるも とするプロバイダ責任制限法四条一項柱書の定めを受けて発令された平成一四年総務省令第五七号により、①発信者その他の侵害情報 送信に係る者の氏名・名称（一号） ②それらの者の住所（二号） 、③発信者の電子メールアドレス（三号） 、④侵害情報に係るＩＰアドレス（四号） 、⑤Ｉ
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Ｐアドレスに係るタイムスタンプ（旧五号）が限定列挙されていた。このことから、当初の手続は、 ロバイダによるＩＰアドレスとタイムスタンプの開示によって、プロバイダ等が当該時間に当該ＩＰアドレ を割り当てていた利用者を特定し、インターネット接続契約から住所・氏名等を開示することで発信者を明らかにすることを予定としているも と理解され いた
18。
しかしながら、これについては、たとえば、ＩＰアドレスは発
信者特定につながる情報ではあるものの ＩＰアドレス タイムスタンプとアクセス・プロバ ダ等のログさえあれば、必ず発信者情報を特定できるものではない となど 指摘がな て
た
19。
こうした批判を受けて二〇一一年に総務省令が改正され、⑥侵害情報に係る携帯電話端末等からのイン ーネット接続サービス利用者識別符号（新五号） 、⑦侵害情報に係るＳＩＭカード識別番号のうち携帯電話端末等からのインターネット接続サービスにより送信されたもの（六号） 、⑧④、⑥〜⑦に係るタイムスタンプ（七号）が付け加えられた
20。
こうした省令の改正は、携帯端末等からの発信 多いというわ
が国の実情に合わせ ともいえ、その文脈では評価 きるもっとも、固有識別番号等については、利用者が増大しているスマートフォンでは しない が増えているという実情があり、また、ＩＰアドレスそのも の偽装とい 問題も生じているとの指摘がある
21。そうした点に鑑みれば、省令に委任した法の趣旨を
踏まえて、より機動的な改正を行って対応するべきである。
三
　
発信者情報開示を命じる仮処分手続について
１
　
仮処分制度を利用する必要性
上述のように、プロバイダ責任制限法に基づく発信者情報開示
請求権は、実体法上の情報開示請求権の一種である。したがって、裁判外での情報開示請求に対して任意に応じてもらえない場合
22に
は、訴訟を提起して判決を取得した上で強制執行による実現を検討すべきことになる。しかしながら、一般的に大手のプロバイダがアクセスログ 長期間にわたって保存 いることは稀であり、通常は二週間ないし三か月で削除され いるという実情に鑑みれば、発信者情報を命じる本案判決を待っていたのでは、権利救済の道が閉ざされるおそれがある
23。そこで、民事保全手続、わけて
も仮 地位を定める仮処分手続 利用 発信者情報の開示を受けることで暫定的な救済を得ておいて、本案訴訟に備える必要性があるのである。
ところで、こうした発信者情報を命じる仮処分の必要性 つい
て立法者は、当該 処分がいわゆ 満足的仮処分となるものと解し得ることを前提として消極的な理解を示し いた
24。すなわち、
情報開示請求の不可逆性ゆえに発信者に与える不利益が大きいことから、仮処分の審理であっても慎重かつ厳格な判断が要求されるこ になるため、仮処分命令を得て保全の目的 達成することが困難となるおそれがあり、むしろ発信者情報 消去 保存旨の仮処分決定を得るべきと 見解に立っていた
25。
しかしながら、 、発信者の特定が多数の段階に及
び
26、最終的にア
─ 30 ── 31 ─
クセス・プロバイダに発信者の住所及び氏名を明らかにすることを求めるまでに相当の時間を要するような場合には、紛争解決の実効性を確保するためにも、より直截的な発信者情報開示を命じる仮処分命令を得る必要があるのである。実際に、アクセス・プロバイダを通じてインターネットに接続す 場合、ＩＰ ドレの割り当てはアクセス・プロバイダから受ける。そこで、電子掲示板 管理者に対してＩＰアドレスおよびタイムスタンプのみ開示を命じたところで、発信者個人の特定にはつながらないことが多いとされる
27。もっとも、アクセス・プロバイダの側では、ＩＰ
アドレス タイムスタンプにより発信者の住所・氏名を特定できる場合が多いとされる。 れらのことから、アクセス・プロバイダに対する暫定措置
28と併せて手続を行う場合につき、電子掲示板
の管理者が保有している発信者情報のうち、タイムスタンプに関 は、 開示 じ 仮処分を認めるべきであると解する。
また、複数のアクセス・プロバイダを経由するような場合には、
一つのアクセス・プロバイダの保有してい 発信 情報のみで発信者を特定す ことは困難であ とされ、そ 場合には、経由した全てのアクセス・プロバイダに対してもＩＰアドレスとタイムスタンプの開示を命じる必要が生じるも と解す
29。
なお、発信者が個人としてＩＰアドレスを獲得したサーバーを
用いて直接インターネットに接続し書き込みを行った場合は、原則として、被害者たる債権者にとっては、これ以外に、発信者情報を取得する手段がないといえる
30。
以上のことに鑑みれば、発信者情報開示をめぐる紛争の基本構
造は、まず電子掲示板の管理者等に対して、ＩＰアドレスとタイムスタンプを中心とする発信者情報の開示を求め（第一段階） 、次いで、発信者の住所・氏名を明らかにするためアクセス・プロバイダに対して発信者情報の保存を求め（第二段階） その上で、本案訴訟による解決（第三段階）という大きな枠組み
31でこの発信者
情報開示の手続をとらえるべきであり、これだけの紛争解決にかかる時間を考慮すれば、 開 命じる仮処分はぜひとも必要であると解 。２
　
裁判管轄
仮の地位を定める仮処分命令の申立ては、日本の裁判所に本案
の訴えを提起することができるとき（民事保全法一一条）にすることができる。そこで、日本の裁判所に管轄権がある場合について検討するに、実務においては、発信者情報開示の被保全権利を、後述するように、プロバイダ責任制限法四条に基づく発信者情報開示請求権であるとし、この請求権は、一定の厳格な要件 充たされる場合にプロバイダ等に課された守秘義務を解除 開示に応じるべき義務を発生させることを目的とするも と解してい
る
32。
よって、それ自体経済的な利益の追求を目的とするも ではなく、したが の本案訴訟は「財産権上の訴え」 （民事訴訟法五条一号）に該当せず、その他の特別裁判籍が認めら 場合に 該当しないものと解されている
33。したがって、原則に従い、被告と
なるべき債務者 普通裁判籍の所在地にのみ裁判管轄が認められるとす 見解がある
34。
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しかしながら、このように発信者情報開示を命じる仮処分の被
保全権利を形式的に捉えるべきではないと解する。そもそも、発信者情報開示請求権は、あくまで、開示された情報を利用して損害賠償請求権等を実現するために特に設けられた手段的権 であって、それ自体独立した財産的価値を有する財産権のようなものではない。このことを前提とすると、発信者情報開示の被保全権利は、形式的には発信者情報開示請求権ということになる であろうが、実質的には不法行為の被害者の発信者 対 損害賠償請求権等にほか らないといえる
35。
そこで、発信者情報開示請求の本質は不法行為の問題であると
解することを前提として
36、不法行為地の特別裁判籍（民事訴訟法
五条一項八号） 競合管轄として認めることができるものと解すべきである。
また、国内プロバイダの多くが主たる営業所または事務所を東
京においていることから、地方在住の被害者に っては、訴訟を躊躇させる一因となり得る
37。さらに、プロバイダ、特にホスティ
ング・プロバイダは外国企業の場合が多く 普通裁判籍以外は認めないとすると、事実上、救済の途を閉ざして まう
38ことになり
かねない。その文脈でも、管轄を債務者の普通裁判籍所在地を管轄する裁判所に限定するべきでは いと解する
39。
なお、ここでいう不法行為地とは、不法行為の客観的要件の発
生した地であり、不法行為の行われた地（加害行為地） 、および、結果が発生した地（結果発生地）のいずれもが不法 となるものとされる
40。
ところで、結果発生地を管轄原因と認めると、インターネット
における名誉棄損等につき、広範囲にわたり結果発生が生じることがあり得 。そして、特に加害行為地が外国にあり、結果発生地が日本にある場合には、日本の裁判所に国際裁判管轄を認めることになる。その場合は、相手方の予測可能性との均衡を図るため、日本での結果発生を予測できたときに限り、日本 際裁判管轄を認めてよいものと解し、これにより保全裁判所の管轄も決まるものと解する
41。
なお、外国法人であるプロバイダを債務者とする場合、当該外
国法人が日本国内に事務所又は営業所 有し、その事務所又は営業所がウェブサイトの管理業務に携わっていると認められるならば、民事訴訟法三条の三第四号による国際裁判管轄が認められ
る
42。
また、日本 内に主たる営業所または事務所がない場合 あっても、日本における代表者その他主たる 担当者 いれば その住所地に管轄が認められることになる（民事訴訟法四条五項） 。３
　
相手方である債務者の特定
仮処分の申し立てを行うには、原則として、相手方である債務
者を特定してしなけれ ならない（民事保全規則一条・一三条・民事訴訟規則二条一項二号 民事保全法二五 二参照） 。しかしながら、主として電子掲示板では、管理者等の表示がされていない場合や、そもそも誰が管理者であるかわからない場合 ある。また、誰が管理 かわかったとしても 住所がわからないた訴状等の送達先が明ら でないこ もある
43。
こうした場合、日本国内のドメイン・ネーム（ＪＰドメイン）
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であれば、債権者は株式会社日本レジストリサービス（ＪＰＲＳ）によるインターネット上でのドメイン・ネーム登録者に関する情報提供サービスである「Ｗｈｏｉｓ」を利用することで、ドメイン・ネームからＩＰアドレスを検索したり、ドメイン・ネームやＩＰアドレスからドメイン・ネームの登録者の情報を検索することができる。また、一般社団法人日本ネットワークインフォメーションセンター（ＪＰＮＩＣ）も同様のサービスを提供している。さらに、日本国内以外のドメ ・ネームについては、ＩｎｔｅｒＮＩＣの「Ｗｈｏｉｓ」などを利用して、検索することが可能である。なお、ドメイ の登録者とウェブサイトの管理者は必ずしも一致するものではない点に注意が必要である
44。
もっとも、それでもわからない場合には、アクセス・プロバイ
ダを、プロバイダ責任制限法二条三号にいわゆる開示関係役務提供者とし これを債務者として直接に発信者情報開示を求めることができるかということが問題となりうる。
この点について、かつては、書込み行為自体は発信者と掲示板
管理者との間の一対一の電気通信に過ぎないため、開示関係役務者に該当しないと 見解もあった
45。しかしながら、発信者から掲
示板等の管理者への情報の送信とその管理者から不特定多数者への情報の発信は一体不可分であり、全体と て 個の通信を構成するものと見るのが自然である
46。また、匿名の掲示板のような場
合に、掲示板管理者はアクセス・プロバイダに関する情報しか持たず、課金等の関係で発信 情報を有するのはアクセス・プロバイダであるから、これに対する直接 開示請求が認められなけれ
ば、被害者の保護が図れないという問題もある
47。
したがって、最終的に不特定の者に受信されることを目的とし
て特定電気通信設備の記録媒体に情報を記録するためにする発信者とアクセス・プロバイダとの間の通信 媒介 他のアクセス・プロバイダも、法二条三号にいう「特定電気通信役務提供者」に該当すると解すべきである
48。
４
　
仮処分の審理
保全命令申立ての手続においては 発令要件である被保全権利
の存在および保全の必要性を疎明す ことが求められる（民事保全法一三条） 。発信者情報開示の仮処分の被 全権利と りうるものは、繰り返しになるが、形式的には発信者情報開示請求権ではあるが、実質的には不法行為に基づく損害賠償請求権であり、当該不法行為の内容として名誉権やプライバシーに関する 利の侵害が問題となる
49。
また、保全の必要性については、プロバイダのアクセスログが
短期間で削除されてしまうため、権利救済の途が閉ざされてしまう可能性が高く、他の手段を用いて特定できるような場合
50を除い
て、保全の必要性 肯定され ことが多いとされ 。
それから、その疎明の程度については、通常の疎明の場合は裁
判所が一応確からしいとの心証を抱く程度でよ るところ、発信者情報の開示を命ずる仮処分がいわゆる断行の仮処分であることからすれば、通常の仮処分の場合と比較して高度 疎明が要求されているものと解すべきである。もっ も、保全事件においては、その迅速性・暫定性に んがみ、被保全権利については証
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明ではなく疎明で足りるとされていること（民事保全法一三条二項）からすると、本案事件における証明に等しい程度までの疎明を要求することは相当ではないと解す 。
また、仮の地位を定める仮処分に関しては、原則、 「口頭弁論又
は債務者が立ち会うことができる審尋の期日」を経 必要がある（民事保全法二三条四項本文） 。そこで、債務者に対する審尋期日の呼び出しが必要となると ろ、審尋期日への呼び出しは「相当と認める方法」によることで足り されているこ から（民事保全規則三条一項） 、国内であれば、電話、ファクシミリあるいは郵便により行うことができる。
これに対して、外国法人に対して呼び出し 行う場合、当該外
国法人が民事又は商事に関する裁判上及び裁判外の文書の外国における送達及び告知に関する条約の締約国で同条約一〇条⒜につき拒否宣言していない国、または、同条約締約国 はなく民事訴訟手続に関する条約の締約 で同 約六条一項一号につき拒否宣言していることが確認されていない国 所在する場合、郵便による直送によって呼び出 状を送ることが可能であるとされる
51。
ただし、 「その期日を経ることにより仮処分の申し立ての目的を
達することができない事情 あるとき」に 、審尋等を経 必がない。この点、債務者が実体のない会社である場合で 審尋期日への出頭がほとんど期待できないと認められ きには、無尋で発令することも許されるものと解
52。
５
　
保全執行
発令された発信者情報開示を命じる仮処分命令の執行 つい
は、明文の定めのあるものを除き、仮差押えの執行又は強制執行の例によるも とされている（民事保全法五二条二項） 。そして、発信者情報開示を命じる仮処分は不代替的作為を命じる仮処分であるから、当該仮処分 令を債務名義として 間接強制 方法によって執行が行われ （民事執行法一七二条） 。
もっとも、外国に所在する法人などに対して日本の裁判所が発
した保全命令を執行する場合には、諸外国において外国裁判承認・執行の要件とし 、確定したまたは終局性 裁判であることが求められるこ が多い
53ことから、困難がある。この点、債務者
に対して外国所在の財産の処分を禁止する命令を発し、違反した場合 は、本案訴訟における防御権の行使を禁じるという制 を科す
W
orldw
ide M
areva Injunction の方法をわが国に応用するこ
とが提言されている
54。この考え方を基にすると発信者情報の開示
を命じる仮処分命令を発し、その保全執行を国内で間接強制の方法で実施す ことも考えられる
55。ただし、違反があれば直ちに強
制金を取り立てる が可能であ ことが前提であり 日本に財産も営業所等も持たない外国のプロバイダを日本の発信者が利用するような場合には、やはり執行 困難さを克服することは難いであろう。四
　
むすびにかえて
以上、発信者情報開示の仮処分に関する問題の一端を概観した
が、些か発信者よりの立法者の姿勢に加えて、法解釈の不明瞭な部分や保全命令手続の管轄や保全執行の実効性の点で 決すべき
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問題が山積している感がある。ＩＣＴの分野は一〇年ひと昔を遥かに凌駕するスピードで発展しており、法規の種類にかかわらず適時な改正を行って時代の変化に遅れないようにすることが求められる。
なお、この問題がサイバースペースにおける民事紛争処理の問
題の一つであるという観点からは、適切な裁判外紛争処理機関を創設してそこ の解決に委ねることも検討されてしかるべきであろう
56。
注１
　
ＩＣＴと法の関係について概観したものとして、高橋和之＝松井成記＝鈴
木秀美編『インターネットと法［第４版］一─一三頁〔松井茂記〕 。
２
　
インターネット上の表現行為の特殊性について、住友隆行「インターネッ
ト利用による不法行為をめぐる裁判例と問題点」判タ 一八二号八一─八二頁。
３
　
町村泰貴「 紛争とそ 解決」法時六九巻七号一七頁。
４
　
同上。
５
　
プロバイダ責任制限法の制定の経緯については、大村真一＝大須賀寛之＝
田中普「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」ジュリ一二一九号一〇一頁以下、町村泰貴「プロバイダに対する発信者情報開示請求権と仮処分」南山法学二八巻三号四─八頁参照。
６
　
総務省における立案作業の過程で作成されたインターネット上 情報流通
の適正確保に関する研究会報告書によれば、被害者が、非訟事件手続を通じて裁判所の許可を得た上でサービスプロバイダ等に発信者情報の開示をするものとする案や発信者の利害を代弁する機関を創設し、被害 が当該機関に対して発信者情報の開 を 案等が検討されていた。これは、紛争の実質的な当事者でないプロバイダが訴訟追行を適切に行わないおそ があること
や、発信者の代弁をする義務を負わすことは過大な負担を課すことになり適当ではないとの考慮によるものとされる。もっとも、法案では、プロバイダに対する情報開示請求権という構成になっていた。この変遷の理由としては、新たな非訟手続や職務上の当事者を創設するにはさらなる検討が必要とされたことがあるのではないかとの指摘がある。町村前掲注
５
・五─六頁。なお、
日弁連コンピューター研究委員会では発信者情報開示のための新たな証拠開示手続の導入を提言したが、民事訴訟法上の新たな証拠開示手続となるため採用されなかったようである。藤原宏高「プロバイダの法的責任 紛争処理」ひろば六五巻六号二五頁。
７
　
大村＝大須賀＝田中前掲注５・一〇四頁など。
８
　
鬼澤友直 目黒大輔「発信者情報の開示を命じる仮処分の可否」判タ一一
六四号四─五頁。なお、藤原前掲注６・二五頁。
９
　
小池あゆみ「インターネットの電子掲示板への書き込みの削除を求める仮
処分」門口正人＝須藤典明編『新・裁判実務大系第一三巻民事保全法』 （青林書院、二〇〇二年）三〇四頁参照。10　
兼子一『新修民事訴訟法体系増訂版』 （酒井書店、 九六五年）二六〇頁、
新堂幸司『新・民事訴訟法第 版』 （弘文堂、二〇一一年）六〇九─六一四頁、伊藤眞『民事訴訟法第四版補訂版』 （有斐閣、二〇一四年）三五九─三六〇頁、高橋宏志『重点講義民事訴訟法上巻第二版補訂版』 （有斐閣、 〇一三年）五三九─五五〇頁など。11　
壇俊光「プロバイダ責任制限法における発信者情報開示の実務的な問題」
情報ネットワーク・ロー・レビュー六号八八─九 、町村泰貴＝森亮二＝壇俊光＝小倉秀夫＝丸橋透「シンポジウムプロバイダ責任制限法一〇周年」情報ネットワーク・ロー レビュー一二号二五〇頁〔壇俊光〕 、高橋＝松井＝鈴木前掲注１・七八─七九頁〔高橋和之〕など。12　
たとえば、最判昭和三四年九月一七日民集 三巻一一号一四一二頁、最判
昭和四三年二月一六日民集二二巻二号二一七頁など。13　
松本恒雄「ネット上の権利侵害とプロバイダー 」自正五三巻六
号六六─六七頁など。
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14　
壇前掲注一一・八八頁、高橋＝松井＝鈴木編前掲注１・八〇頁。
15　
壇前掲注一一・八九─九〇頁。
16　
東京地決平成 七年一月二一日判時一八九四号三五頁。この決定に関する
評釈としては、河津博史「発信者情報の開示を命ずる断行の仮処分が認可された事例」銀法六五四号五八頁、坂本慶一「発信者情報開示を被保全権利とする発信者情報の開示を命じる断行の仮処分が認められた事例」判タ一二一五号二三八─二三九頁などがある。17　
なお、事案の処理としては、発信者情報の開示を命じた原決定の一部が取
り消されることとなったが、そこには心証の程度に差があったという面もみられるとの指摘がある。坂本前掲注
15・二三九頁。
18　
壇前掲注一一・九二頁。
19　
壇前掲注一一・八九頁。たとえば、携帯電話では 秒間に数百個のＩＰア
ドレスを割り当てたりしてい ことから、タイムスタンプで秒まで特定しても、さらに数百個の中の一個まで特定しなければ、プロバイダとしては発信者情報を開示できないとの指摘がなさ ている。また 場合によってはタイムラグが生じて、アクセス・プロバイダ ホスティング・プロバイダとのサーバーの時間が必ずしも一致しないこともあり得るとの指摘もなされている。壇前掲注一一・九二頁 町村他前掲注
11・二四八頁〔壇〕 。
20　
大村真一「プロバイダ責任制限法の概要」ＮＢＬ九六四号一二─一三頁、
坂本光英「プロバイダ責任制限法の検証と省令改正の概要」ＮＢＬ 六四号一五─一七頁、鬼澤友直＝奥俊彦＝鈴木雄輔＝廣瀬仁貴「インターネット関係仮処分（
2）発信者情報開示仮処分・発信者情報消去禁止仮処分」八木一
洋＝関述之編著『民事保全の実務上巻第三版補訂版』 （きんざい、二〇一五年）３５３─三五四頁など。21　
町村他前掲注
11・二四九─二五〇頁〔壇〕 。
22　
一般社団法人テレコムサービス協会の作成した発信者情報開示に関するガ
イドラインに基づいて任意の開示を求める方法があるが、結局開示されないことが多いとの指摘がある。久保健一郎「インターネット上のトラブルの外観と解決法」ＬＩＢＲＡ一三巻九号四頁。もっとも、任意開示または訴訟上
の和解に基づく開示がなされた例が散見され、トラブルの多さに対する訴訟件数 少なさに鑑みれば、かなりの数の裁判外の和解事例があるのではないかとの指摘もある。町村前掲注５・一一─一二頁。23　
鬼澤＝目黒前掲注
８
・七頁、鬼澤友直＝奥俊彦「インターネットによる名
誉侵害と仮処分（
２
） 」東京地裁保全研究会編『民事保全の実務〔第三版〕
（上） 』 （きんざい、二〇一二年）三四五頁、鬼澤＝奥＝鈴木＝廣瀬前掲注
20・
三五八頁など。24　
町村前掲注５・八頁。
25　
総務省電気通信利用環境整備室編『プロバイダ責任制限法』 （第一法規、二
〇〇二年）五 頁。26　
たとえば、被害者の名誉を毀損する等匿名の書込みがウェブ上の電子掲示
板になされた場合、まずは掲示板管理者が保有す 発信者情報 わけても、ＩＰアドレスの開示を受けることになる。次いで、当該ＩＰアドレスを割り振る作業をしたアクセス・プロバイダ 対して、ＩＰアドレスを割り振られていた者のデータ開示を受けることになる。町村前掲注５・一八─一九頁。27　
鬼澤＝目黒前掲注８・七頁、鬼澤＝奥前掲注
23・三四六頁。
28　
アクセス・プロバイダに対する発信者情報開示 命じる仮処分では、発信
者の氏名・住所が明らか るため、慎重な考慮が必要であるとされ、発信者情報 保存を命じる仮処分で目的が達成できる され 壇前掲注一一・九四頁、鬼澤＝目黒前掲注８・七頁、鬼澤＝奥前掲注
23・三四六頁。
29　
鬼澤＝奥前掲注
23・三四八頁、鬼澤＝奥＝鈴木＝廣瀬前掲注
20・三六〇─
三六一頁。30　
鬼澤＝目黒前掲注８・八頁、鬼澤＝奥＝鈴木＝廣瀬前掲注
20・三五九頁。
31　
鬼澤＝目黒前掲注
８
・七頁、鬼澤＝奥前掲注
23・三四六頁。なお、町村前
掲注５・一三頁。32　
野村昌也「東京地方裁判所民事第九部におけるインターネット関係仮処分
の処理の実情」判タ一三九五号二六頁。33　
野村前掲注
32・二六頁。
34　
同上。
─ 36 ─
35　
町村前掲注５・一七頁。
36　
反対、高橋＝松井＝鈴木編前掲注
１
・三六二─三六三頁〔渡辺惺之〕 。すな
わち、被害者による情報開示請求は不法行為には関係するが、直接に被害者の権利救済に関わる問題というより、むしろプロバイダの業務に伴う管理責任上 問題と考え、不法行為の裁判管轄を認めるべきではないとする。たしかに情報を開示するという点だけをとらえると管理責任の問題とみ こともできよう。しかしながら、事の本質はあくまで不法行為に基づく損害賠償請求等にあるのであって 形式にとらわれ過ぎるべきではないと解する。37　
日本弁護士連合会「プロバイダ責任制限法検証に関する提言（案） 」に対す
る意見書（二〇一一年六月三〇日）九頁参照。38　
日本語で書かれていて、日本に被害者がいて、加害者たる発信者も日本国
内にいるという事件 関して、日本の裁判所 一切国際裁判管轄が認められないとするのも不合理 ある。町村他前掲注
11・二五三頁〔小倉秀夫〕 。
39　
ただし、このような解釈に基づいて不法行為地を管轄原因として行われた
仮処分ないし本案判決を外国で執行する場合に、間接管轄の有無が争われる可能性はなしと えない。その文脈では、管轄裁判所に関する明確な定めが望まれる。40　
兼子一監修・松浦馨＝新堂幸司＝竹下守夫＝高橋宏志＝加藤新太郎＝上原
敏夫＝高田裕成『条解民事訴訟法〔第二版〕 』 （弘文堂、二 一一年）五五頁〔新堂幸司＝高橋宏志＝高田裕成〕 。41　
同上。
42　
もっとも、外国法人の日本支社などが内国法人として存在し、ウェブサイ
ト等の管理業務に携わってい 場合には、当該内国法人を債務者とすれば足りる。野村前掲注
32・二七頁。
43　
壇前掲注一一・九一頁。
44　
野村前掲注
32・二八頁注六。
45　
たとえば、東京地判平成一五年四月二四 金判一一六八号八頁。
46　
町村他前掲注
11・二四四─二四五頁〔森亮二〕参照。
47　
住友前掲注２・八九頁。
48　
最高裁平成二二年四月八日民集六四巻三号六七六頁も、 、アクセス・プロバ
イダに対する直接の発信者情報開示請求を認めている。49　
肖像権侵害を理由としたものとして、東京地決平成二七年九月三〇日（公
刊物未搭載）がある。50　
たとえば、発信者が個人 て
IP
アドレスを獲得したサーバーを用いてイ
ンターネットに接続し、掲示板に書き込んだ場合が考えられるとされる。鬼澤＝目黒前掲注８・七頁・八頁。51　
野村前掲注
32・三四頁。東京地裁の実務においては、日本郵便の国際スピ
ード便を用いて呼出状を送付し、郵便追跡サービスを利用して配達の有無を確認することが多いとされる。52　
野村前掲注
32・三四頁。
53　
諸外国の法制について、中野貞一郎＝原井龍一郎＝鈴木正裕編『民事保全
講座
１
』 （法律文化社、一九九六年）三二二頁以下〔中野俊一郎〕 、中野俊一
郎「外国保全命令の効力」高桑昭＝道垣内正人編『新・裁判実務大系第三巻国際民事訴訟法〔財産法関係〕 』 （青林書院、二〇〇二年）四一四頁以下など。54　
長谷部由起子「保全の必要と被保全権利の存在」高桑昭＝道垣内正人編
『新・裁判実務大系第三巻国際民事訴訟法〔財産法関係〕 』 （青林書院、二〇〇二年）四一一頁。55　
同上。
56　
裁判外紛争処理機関の活用を提言する者として、町村前掲注
３
・一八頁、
町村他前掲注
11・二五九─二六〇頁〔町村泰貴〕 。
─しみず
　
ひろし・法学部教授─
